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基本財産の担保提供の手続について 

 
１ 基本財産の担保提供について 

基本財産の担保提供は、基本財産の経済的価値を減少させるため、原則、所轄庁の事

前承認を受けることが必要です。検討している場合は、所轄庁へ事前に御相談ください。 
なお、根抵当権は、一定の範囲内に属する不特定の債権を極度額の限度で担保するも

のであり、これを設定すると基本財産が継続的に不安定な状態に置かれることになりま

す。このため、根抵当の設定は、認められません。 
 手続の内容 提出の時期 

承認申請 

次の事項は、所轄庁の事前承認を受けることが必要 
○ 施設建設等及び不動産購入資金の借入 
○ 運営(運転)資金の借入 
○ 担保物件の変更 
○ 担保物件の変更(軽易なもの) 

担保提供が決定

する前 
(例：担保提供の契
約締結前までに承

認が必要)  
独立行政法人福祉医療機構に担保を供する場合及び独立行政法人福祉医療機構との協

調融資に係る場合は、所轄庁の承認は不要。 
一定の要件を満たし、担保に供する基本財産の所在地の自治体の施設所管部局による

意見書を事前に所轄庁へ届け出た場合には、所轄庁の承認は不要(P6参照)。 
 

２ 手続の流れ(相模原市所管法人の場合) 

計画の検討 担保提供に関する計画の検討 
▼  

市への 
事前相談 担保提供について、市に御相談ください。 

▼  

理事会 
の開催 

基本財産の担保提供及び評議員会招集事項の決議 
評議員会招集事項＝評議員会の日時・場所、議案、議題の概要 
基本財産の担保提供に係る決議の成立要件は、各法人の定款のとおり 

▼  
評議員会 
の開催 

基本財産の担保提供の決議 
基本財産の担保提供に係る決議の成立要件は、各法人の定款のとおり 

▼  

市への 
申請 

市へ基本財産担保提供承認申請書・添付書類を提出 
書類審査終了後、市から基本財産担保提供承認通知書を交付します。 

▼  
契約の締結 市の承認後、金融機関との担保提供の契約 

＜書類審査時の主な確認事項＞ 

 担保提供の目的の妥当性(借入の目的が社会福祉事業であること等) 

 担保提供の必要性(基本財産以外に処分しうる財産が存在しない等) 

 担保提供方法の妥当性(適正な借入先であり、適正な償還計画があり、償

還期間中に法人の事業運営に支障が生じないと認められること等) 

 担保提供の手続の適法性(理事会・評議員会の承認) 
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３ 提出先・提出書類等 

（１）提出先・問い合わせ先 

相模原市健康福祉局地域包括ケア推進部 福祉基盤課 

住所：〒２５２－５２７７相模原市中央区中央２－１１－１５市役所本館４階 

電話：０４２－７６９－９２２６(直通) 

 
（２）提出書類及び提出部数 

提出書類 提出部数 
基本財産担保提供承認申請書 ２部 
理事会議事録(写)  要原本証明 １部 
評議員会議事録(写)  要原本証明 １部 
財産目録 １部 
不動産登記事項証明書(全部事項証明書) １部 
資金計画書 １部 
その他市長が必要と認める書類 ※下記（３） １部 

 
（３）その他市長が必要と認める書類について 

一般的に提出が必要な書類は、次のとおりです。ただし、内容等によっては、一部

の書類提出が不要な場合又は下記以外の書類の提出を求める場合もあります。 
 

施設建設等及び不動産購入資金の借入の場合 

ア 資金計画関係書類 

 （ア）補助金等の決定(内定)通知書(写) 

 （イ）助成金等の決定(内定)通知書(写) 

 （ウ）自己資金の贈与契約書(写)  要原本証明 

 （エ）贈与者の身分証明書、印鑑証明書、残高証明書 

 （オ）法人本部会計等の決算書 

 （カ）借入金決定通知書(写)(受理証明書) 

イ 償還計画書 

ウ 償還財源関係書類 

 （ア）償還財源贈与契約書(写)  要原本証明 

 （イ）贈与者の身分証明書、印鑑証明書、所得証明書 

 （ウ）各種補助要綱等 

エ 工事関係見積書(写)、契約書(写)、領収書(写) 

オ 売買関係見積書(写)、契約書(写)、領収書(写) 

カ 図面〔平面図・配置図（処分物件を色分け等により示してください。）〕 

キ 事業計画書 
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運営(運転)資金の借入の場合 

ア 資金計画関係書類 

 （ア）法人本部会計等の決算書 

 （イ）借入金決定通知書(写)(受理証明書)  要原本証明 

イ 償還計画書 

ウ 償還財源関係書類 

 （ア）償還財源贈与契約書(写)  要原本証明 

 （イ）贈与者の身分証明書、印鑑証明書、所得証明書 

 （ウ）各種補助要綱等 

エ 図面〔平面図・配置図（処分物件を色分け等により示してください。）〕 

 

担保物件の変更の場合 

ア 資金計画関係書類 

 （ア）補助金等の決定(内定)通知書(写) 

 （イ）助成金等の決定(内定)通知書(写) 

 （ウ）自己資金の贈与契約書(写)  要原本証明 

 （エ）贈与者の身分証明書、印鑑証明書、残高証明書 

 （オ）法人本部会計等の決算書 

 （カ）借入金決定通知書(写)(受理証明書)  要原本証明 

イ 償還計画書 

ウ 償還財源関係書類 

 （ア）償還財源贈与契約書(写)  要原本証明 

 （イ）贈与者の身分証明書、印鑑証明書、所得証明書 

 （ウ）各種補助要綱等 

エ 工事関係見積書(写)、契約書(写)、領収書(写) 

オ 売買関係見積書(写)、契約書(写)、領収書(写) 

カ 図面〔平面図・配置図（処分物件を色分け等により示してください。）〕 

 

担保物件の変更(軽易なもの)の場合 

ア 償還計画書 

イ 図面〔平面図・配置図（処分物件を色分け等により示してください。）〕 
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４ 作成時及び提出時の留意事項 

（１）基本財産担保提供承認申請書 
留意事項 

使用する様式が正しいこと。 
添付書類も含めて必要な提出部数が揃っていること。 
担保物件に関する記載は、定款の表記と完全に一致していること。 
その他必要事項を漏れなく記載していること。また、添付書類と一致していること。 

 
（２）評議員会・理事会の議事録の写し 

留意事項 
開催日時、開催場所、出席者氏名、議事録作成者氏名を正しく記載していること(議
事録作成者は評議員会のみ必須)。 
会議の成立要件(出席者数等)について満たしている旨を記載していること。 
議長及び議事録署名人は定款に規定された者を選任していること。また、選任された

旨及びその氏名を正しく記載していること。 
議事録署名は、定款に規定された方法(署名又は記名押印)で行っていること。また、
その年月日を正しく記載していること。 
表決結果(承認された旨)を明確に記載していること。 

 基本財産の担保提供に係る議案の表決結果 
 (理事会議事録のみ)評議員会招集事項に係る議案の表決結果 

議案に係る配布資料(担保提供・評議員会招集事項に係るもの)がある場合は、議事録
に添付していること。 
議事録が２枚以上になる場合は、法人代表者印で割印していること(袋とじの場合は
表と裏に割印)。 
議事録は、法人代表者印で原本証明していること。 
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※割印について 
議事録が２枚以上になる場合は、一連の書類とするため、申請者である法人代表者

の印で割印をしてください。 
 

＜ホチキス留めの場合＞           ＜袋とじの場合＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※原本証明について 
原本証明とは、原本を提出することができない書類について、その写しを提出する

場合に法人代表者名義で原本の写しであることを署名していただくものです。 
 
 
 
 
 
 
 
＜原本は法人保管＞ ＜市には写しを提出＞ 

上記の○印は、   １番上の○印は、申請 

議長・議事録    者である法人代表者 
署名人の割印    の割印 

書類の左側２か所をホチキスで

留め、全ページについてページの

境目をまたぐように押印 

袋とじにし、帯と書類の間を 

またぐように押印(裏面も同様) 

原本証明 

余白又は裏面に原本証明してください。 
＜記載例＞ 

 
 
原本と相違ないことを証明します。 

○○年○○月○○日 

     社会福祉法人○○○会 

     理事長 ○○ ○○ ㊞ 

（裏） 
 
議事録 
（表） 

印 印 

印 

印 
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＜意見書の事前の届出により所轄庁の承認が不要となる場合＞ 
１ 概要 
次の要件をすべて満たした場合で、担保に供する基本財産の所在地の自治体の施設

所管部局による「民間金融機関からの借入に関する意見書」を所轄庁へ事前に届け出

た場合は、所轄庁の承認は不要です。 

要件１ 

定款に必要事項を定めていること(下記参照)。 
 
 
 
 
 
 
 
 

要件２ 社会福祉施設整備(新築・増設・改築)に対する貸付であること。 
設備整備のみの場合や運営費に対する貸付は対象外。 

要件３ 担保提供財産は、当該貸付を受けて整備する施設(土地含む。)であること。 
法人が所有する他の施設は対象外。 

２ 手続の流れ 
事前準備 定款変更(認可申請)の実施、担保提供に関する計画の検討等 
▼  

意見書の発行 
担保に供する基本財産の所在地の自治体の施設所管部局あてに、

「民間金融機関からの借入に関する意見書」の発行を依頼 
意見書は、事業の概要及び資金計画欄に必要事項を記入の上、添付

書類とともに施設所管部局へ提出し、発行を受けてください。 
▼  

理事会の開催 基本財産の担保提供及び評議員会招集事項の決議 
▼  

評議員会の開催 基本財産の担保提供の決議 
▼  

市への届出 市へ民間金融機関からの借入に関する意見書・添付書類を提出 
▼  

契約の締結 金融機関との担保提供の契約 
３ 提出先 

福祉基盤課 
４ 提出書類及び提出部数 

提出書類 提出部数 
民間金融機関からの借入に関する意見書 １部 
意見書発行申請時の添付書類一式 各１部 

５ その他 
詳しくは、厚生労働省の関係通知を御確認ください。 

（１）「「社会福祉法人の認可について」の一部改正について」（平成３１年３月２９日 

厚生労働省子ども・家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知） 
（２）「「社会福祉法人の認可について」の別紙２「社会福祉法人定款例」第２９条第

１項第３号に係る運用上の留意事項ついて」（平成３１年３月２９日 厚生労働

省社会・援護局福祉基盤課事務連絡） 

定款例（抜粋）（任意的記載事項) 
第２９条第１項第３号（基本財産の処分） 
３ 社会福祉施設整備のための資金に対する融資を行う確実な民間金融機関

に対して基本財産を担保に供する場合で、当該事業計画が適切であるとの

関係行政庁による意見書を所轄庁に届け出た場合。なお、当該貸付に係る

償還が滞った場合には、遅滞なく所轄庁に届け出るものとする。 


